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平成29年3月31日 

外  務  省 

 

平成29年度外務省調達改善計画 

 

１．調達の現状分析   

（１）平成27年度調達の契約種別 

   外務本省の総契約件数・金額は，【表１】で示しているとおり， 1,326 件，598.3

億円である。また，競争性のある契約は 767 件(57.8%)，281.3 億円(47.0%)，競争性

のない随意契約は559件（42.2%）,317.0億円(53.0%）となっている。 

 

（２）平成27年度調達の応札状況 

   平成27年度における応札状況は，【表２】のとおり，競争性のある契約中，一者応

札が，競争入札で230件(47.6%)，22.3億円(42.9%)，企画競争による随意契約で94件

(41.4%)，31.8億円(16.4%)，公募による随意契約で54件(100%)，34.3億円(100%)とな

っており，年度により増減はあるものの，依然として高い割合を占めている。したが

って，一者応札については特に調達改善を推進していく必要性が高い。 

 

（３）平成27年度調達経費内訳 

   平成27年度における契約分類別の調達実績の上位１０類型は，【表３】のとおりで

ある。サミット等大型会議が増加したことにより，事業実施・会議運営経費190.8億円

（全体の31.9%）が大きな割合を占める結果となっており，物品調達経費（物品製造及

び物品購入の合計）77.6億円(全体の13.0%)及び，システム関係経費43.8億円（全体の

7.3%）と合わせ，外務省における調達契約の大宗(52.2%)を占めている。したがって，

これらの類型の調達について，重点的に改善をしていく必要性が高い。 

 

 

【表１】平成27年度外務省における調達の契約種別         （単位：件、億円） 

契約方式 契約件数 割合 契約金額 割合 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

競争入札 483 36.4% 52.0 8.7% 

企画競争による随意契約 227 17.1% 193.5 32.3% 

公募による随意契約 54 4.1% 34.3 5.7% 

不落・不調による随意契約 3 0.2% 1.5 0.3% 

小計 767 57.8% 281.3 47.0% 

競争性のない随意契約 559 42.2% 317.0 53.0% 

計 1,326 100.0% 598.3 100.0% 

（注１）平成27年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。） 

（注２）金額及び比率については，それぞれ単位未満四捨五入しているため，合計に於いて一致しない場合がある。 
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【表２】平成27年度外務省における調達の応札状況          （単位：件、億円） 

 

（注１）平成27年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。） 

（注２）金額及び比率については，それぞれ単位未満四捨五入しているため，合計に於いて一致しない場合がある。 

 

 

【表３】平成27年度外務省における調達経費の内訳(上位10類型)   （単位：件、億円） 

 契約件数 割合 契約金額 割合 

事業実施・会議運営 178 13.4% 190.8 31.9% 

物品製造 31 2.3% 67.8 11.3% 

システム関係 182 13.7% 43.8 7.3% 

派遣職員 28 2.1% 43.6 7.3% 

委託費 4 0.3% 16.5 2.8% 

通信回線使用料 12 0.9% 13.0 2.2% 

物品購入 85 6.4% 9.9 1.7% 

情報配信・モニタリング 30 2.3% 8.1 1.4% 

招聘・賓客接遇 273 20.6% 7.7 1.3% 

調査・研究 39 2.9% 5.9 1.0% 

その他 464 35.1% 191.0 31.8% 

合計 1,326 100.0% 598.3 100.0% 

（注１）平成27年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。） 

（注２）金額及び比率については，それぞれ単位未満四捨五入しているため，合計に於いて一致しない場合がある。 

 

 

  
１者 ２者以上 合計 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

競争入札 230 22.3 253 29.7 483 52.0 

 割合 47.6％ 42.9％ 52.4％ 57.1％ 100％ 100％ 

企画競争に 

よる随意契約 
94 31.8 133 161.6 227 193.4 

 割合 41.4％ 16.4％ 58.6％ 83.6％ 100％ 100％ 

公募による 

随意契約※ 
54 34.3 0 0 54 34.3 

 割合 100％ 100％ -％ -％ 100％ 100％ 
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２．自己評価の実施方法  

計画に関する取組状況等について，実施において明らかになった課題を四半期毎に

把握するものとし，必要な場合には，計画の進捗状況，実施において明らかになった

課題等を踏まえ，指針の改定，所要の見直しを行うものとする。 

また，上半期及び年度末のレビューにあわせて，実施において明らかになった課題

等を盛り込んだ自己評価を行い，ホームページにおいて公表する。 

 

３．調達改善推進体制の構成  

（１）外務省調達改善推進チーム（事務局：会計課） 

調達改善を推進する担当チームとして，官房長を統括責任者とする「調達改善推進 

チーム」を設置し，計画の策定，進捗把握・管理等を実施するため，随時会合を開催 

する。なお，必要に応じて関係部局の参加を求める。 

 

○外務省調達改善推進チーム 

統括責任者  ：大臣官房長 

統括責任者代理：大臣官房会計課長 

    メンバー   ：大臣官房会計課 担当 

関係部局 担当 

 

（２）外部有識者の活用（契約監視委員会） 

調達改善推進チームにおいて取りまとめた調達改善計画及び検証結果について，外

部有識者（大学教授２名，弁護士２名，公認会計士１名）により構成される「契約監

視委員会」に対し，民間における取組などを踏まえた第三者的な視点からの意見を求

める。なお，必要な場合には，計画に反映させ，その内容を公表する。 

 

（３）内部監査の活用 

   内部監査テーマに選定された事案の監査結果を踏まえ，調達改善計画の進捗把握・

管理等が適正に行われているかどうか評価し，調達改善を推進する。 

 

 

（了） 



重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

定量的 定性的

○ 随意契約の見直し

・複数年度にわたり随意契約となって
いる案件の実態を把握
・随意契約によらざるを得ない調達に
ついても，価格交渉を継続する
・外部有識者による事後検証の実施
・少額随意契約についても，より競争
性を確保するため，オープンカウン
ター方式の導入に向け，実施要領を
策定する

随意契約による調達については，
改善に向け不断の取り組みが必
要である。

A 平成27年度

・複数年度にわたり随意契約
となっている案件の実態把
握，実施者が限られた要因を
分析する等契約の改善を図る
・外部有識者が参加する契約
監視委員会において事後検
証を引き続き実施
・随意契約による少額調達に
ついてオープンカウンター方
式の導入を検討

年度末

○ 一者応札の事前審査・事後審査の実施・強化

・一者応札で受注している案件は，事
業者ヒアリング等により要因を分析す
るとともに，情報の共有や蓄積を図る
・資格要件の緩和や公告・準備期間
の長期化等により一者応札を改善す
る。特に，招へい事業を重点的に取り
組むこととする
・外部有識者による事後検証の実施

A 平成29年度

・過去の改善実績を踏まえ，
一者応札となっていた案件に
ついて，前年度並みの５件程
度を目標とし改善を目指す
・招へい事業については，一
者応札の改善を図る

年度末

○ 地方支分部局等における取組の推進

・大阪分室において、同一合同庁舎
に入居する官署とコピー用紙の共同
調達を実施
・沖縄事務所において，近隣官署と事
務用消耗品及びコピー用紙の共同調
達を実施

B 平成28年度
引き続き近隣官署等と共同調
達の推進に取り組んでいく

上半期

○ 電力調達の改善

・外務本省及び外務省研修所他の電
力調達について順次一般競争入札
へ移行している
・未完了となっている小規模庁舎につ
いて引き続き検討

B 平成28年度

一般競争への移行が未完了
となっている小規模庁舎につ
いても一般競争を実施

上半期

取組の
開始年度

重点的な取組の
選定理由

取組の項目

取組の効果(どのようなことをして、どうなったか）
実施
時期

平成２９年度の調達改善計画 平成２９年度○○○自己評価結果

実施した取組内容 進捗度難易度
取組の
開始年度

実施において
明らかとなった
課題等

今後の計画に反映する
際のポイント

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の目標

難易度具体的な取組内容
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定量的 定性的

継続

継続

継続

継続

継続

継続

１　汎用的な物品・役務
物品調達（物品製造及び物品購入）は調達総額に占める割合が13.0％と比較的高く，予算執行
の効率性を高める必要性が高い分野である。仕様の見直し及びスケールメリットの見直しを図る
とともに，少額随意契約の案件についてオープンカウンター方式を導入し，より競争性のある契
約への移行を検討する。また，役務についても質の確保を図りつつ，競争性を高めコスト削減に
努める。

２　システム関係経費
　　　システム関係経費は，調達金額総額の大きな割合を占めており，国庫債務負担行為を活用
した複数年度にわたる契約の活用等を行い，調達事務コストの軽減や中期的な展望に立った事
業計画の立案と安定したシステムの構築に努めている。中でもシステムの賃貸借・保守等経費は
19.5億円であり，システム関係経費の約4割5分を占めていることから，業務・システムの最適化
計画を踏まえ，システム統合を図ること等により，賃貸借・保守に関する調達改善を検討する。

６　国庫債務負担行為の活用（複数年度契約の検討）

その他の取組

取組の効果
(どのようなことをして、どうなったか）具体的な取組内容

新規
継続
区分

特に効果があった
と判断した取組

３　調達改善環境の醸成
・調達手続きに関する習熟
・調達改善ノウハウの向上
・調達等の専門家養成
・人事評価制度の有効活用

４　調達情報の公開
　　　電子調達システムにおいて，契約情報を公表しているが，今後とも，調達に係る仕様書を電
子調達システムで公表し，事業者の利便性及び新規参入者の促進を図ることとする。

５　クレジットカードの活用（水道料金の徴収）
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「調達の流れ」イメージ （一般競争契約）

・仕様書作成
・競争参加者資格の決定
・名簿作成 など

契
約
書
の
作
成

検
査
（検
査
調
書
の
作
成
）

対
価
支
払

予定価格の作成

（契約の申込みの誘引） （契約の申込み） （契約の承諾）

（契約の確定）

入
札
説
明
会

入
札

開
札

公
告

落
札
決
定

業
務
完
了

事
前
準
備

事前審査①
・調達内容、資格要件等の審査
（ヒアリング結果の活用等）
・一者応札防止策として仕様を検討

事前審査②
・仕様書と入札書の内訳との整合性の確認

事前審査③
・一者応札の改善のため入札辞退者等へのヒアリング
の実施及び分析

事後審査①
・契約監視委員会等による審査
（大学教授２名，弁護士２名，公認会計士１名）

技術提案書の審査
（総合評価落札方式の場合）
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入札参加要件の審査
（最低価格・総合評価落札方式の場合）

・一者応札のヒアリング結果の共有


